研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　在宅介護支援センター　　職　種　ソーシャルワーカー　　氏　名　山口　裕美子

	期　　間　　平成19年　6月　8日　～　平成　　年　　月　　日

	出張目的　青森県地域包括・在宅介護支援センター協議会　研修会

	出 張 先　ウェディングプラザアラスカ　３階　エメラルド

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜考察＞

　今回の講師の方は、滋賀県余呉町で介護保険事業を担当し、町の高齢化率が３０％を超えており、介護保険３施設、ＧＨ、有料介護施設を持たない町で、高齢になっても住み慣れた地域で暮らしていたいという住民のニーズにどのように答えていくのかという、興味深い話を聞くことができた。

　まず、住民の声を聞き介護保険制度見直しのコンセプトを打ち出した。この町はもともと介護予防事業において、町の保健師を中心に高齢者のサロンが充実していたため、それを活用して住民どうしの支えあい・助け合いを促すようにしていった。地域の元気な高齢者は、どんどんサロンのお手伝いや地域サポーターとして活用していったことで、町のあちこちで高齢者のサロンが実施されている。また、要支援者・ハイリスク高齢者が児童の登下校時の見守りを行えるように働きかけたり、地域のお祭りの準備作業に加わる等、目標や役割を与えて常に「生きがい探し」が出来るように働きかけていた。これは、地域住民の理解があるからこそであるが、地域や行政、関係者に理解を求める努力を担当者が行った結果であるとも言える。要介護状態になると、これまで生き生きと生活していた方でも急に落ち込み、生きがいを失ってしまう方は大勢いる。しかし、そのような状態でも、皆に必要とされ地域の役に立てていると思える場所があるということから予防につながっていく。私たちはそのための支援方法、地域での役割探しを進めていかなければならないと感じた。

　また、建物にも様々な工夫がされており、新しく立派な施設を建てるのではなく、既存の資源をどんどん活用してグループハウスやデイサービスにすることで「住民の住み慣れたエリア」「なじみの空間」を作っていった。これらの場所には決められたプログラムはなく、すべて利用者の主体性に任せ、1日のプログラムを利用者自身が決めていくとのことだった。地域の元気な高齢者も自由に行き来できるため、サロンも兼ねた空間が生まれていた。さらに、小学生や未就学児童を受け入れ、高齢者と子供たちが交流できる場所となり、高齢者の生きがいにもつながっている。

　当在宅介護支援センターか担当する地域にはそのような場所はまだなく、外出先や話し相手がなくて淋しい思いをしている高齢者が大勢いるのではないかと感じている。民生委員や地区社協、老人クラブが連携して様々な活動を行っている地域もあるが、まだまだ十分とは言えないと感じる。今後、地域見守りネットワーク協議会を立ち上げるにあたり、高齢者が自由に寄り合える場所をどのようにつくっていくか、高齢者に困難が発生した時に打ち明けられる場所をどのようにするか、高齢者にいつまでも生きがいを持って頂くために私たちは何をしたら良いのか、ということを見守りネットワーク協議会で地域の元気な高齢者と一緒に話し合っていければ良いと感じている。

●行政説明「青森県の高齢者施策について」

　　　　　　青森県高齢福祉保険課　副参事　立澤　康彦　氏

1. いきいき健康サポート事業について

青森県の高齢者の社会参加率は全国に比べ低水準にあり、関心はあってもきっかけや情報をつかむことができない等、社会参加できずにいる高齢者が多い現状にある。そこで、高齢者の健康づくりと生きがいを充実させ、介護予防と生活習慣病の予防を推進させるために、ボランティアやNPOと協働し、インフォーマルサービスを確保し充実させていくことが求められている。

このため、地域における仲間づくりの中心となる「いきいき健康サポーター」を養成し、その活動を支援するとともに県内の地域包括支援センター1ヶ所あたり、2年で4名以上のサポーターの養成を図るものとする。

2. 介護予防市町村支援事業について

＜事業内容＞

 （1）介護予防市町村支援委員会（仮称）・専門部会の設置

　　　　医療関係団体、市町村、学識経験者等からなる支援委員会及び「運動器の機能向上」「口腔機能の向上・栄養改善」「閉じこもり予防」「一般高齢者」等の部会を設置し、介護予防にかかる普及啓発、人材育成、事業評価等について調査する。

（2）介護予防関連事業の事業評価

　　　支援委員会は市町村が実施する介護予防関連事業について評価を実施し、県に報告する。

（3）市町村職員及び介護予防事業担当者に対する研修

　　　介護予防関連事業に従事する者の資質の向上を目的に研修会を実施する。

（4）介護予防について一般県民への普及啓発

　　　住民等に対し介護予防についての普及啓発を行う。

3. 地域包括支援センターについて

地域包括支援センターの機能を十分発揮できる体制整備を図るため、支援会合の開催及び職員研修等を前年に引き続き実施する。

・介護予防支援従事者研修

対象者～介護予防支援事業所において、介護予防支援の業務に従事する者、又は地域包括支援センターから介護予防支援の一部を委託する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員

4. 高齢者虐待対策の推進について

青森県における高齢者虐待防止対策

H16.17年度　高齢者虐待関係機関職員研修会を開催し、関係機関への周知

H18年度　　 「高齢者虐待防止読本」作成

H19年度　　 RABラジオ「あおもりTODAY」毎週火曜日15:35～15:45まで「なぜ？なに認知症～守ろう人権～」を通年で放送し、広く県民に広報・周知する。

●「高齢者を支える地域ネットワークづくり

～介護保険とこれからの向こう３軒隣～」

　滋賀県後期高齢者医療広域連合　総務企画課　課長補佐　福井　久　氏

1.「2015年の高齢者像」

　○ 高齢者人口の「ピーク前夜へ」

     2015年にはベビーブーム世代が前期高齢者に到達し、その10年後（2025年）には高齢者人口が

ピークを迎える。→サービス提供の考え方が変わってくる。これまでのサービスは通用しない。

· 認知症高齢者が「250万人」へ

現在は認知症高齢者が約150万人と見込まれるが、今後急速に増加し2015年には250万人になると推計される。→たとえ認知症になっても住み慣れた地域で豊かに暮らすための基盤整備が必     要

· 高齢者一人暮らし世帯が「570万世帯」へ

2015年には、高齢者世帯は約1700万世帯に増加し、そのうち一人暮らし世帯は約570万世帯に達する。→「介護」と「生活支援」が必要。24時間・365日の安心の住まい

　　　　5～10年の長いスパンで地域生活を考えていく必要がある。

2. 介護保険制度見直しの基本コンセプト～住民から見た声


1 介護予防施策の充実（滋賀県　余呉町の例）

· 介護保険のサービスを受けるのが目的じゃない。→動こうと思わなければ動かない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　動かすのではなく、動かされるものでもない

· 住民どうしの支え・支えられ、助け・助けられ

　　今後の課題

· 新予防給付（要支援）、介護予防事業（非該当）による事業の再編

· 地域リーダーの育成：地域の元気な高齢者の活用「地域サポーター」「サロン」

· 全ての地域で、高齢者のサロンが実施できる体制整備

2 認知症対応・地域密着型の基盤整備

· たとえ要介護になっても地域で暮らしたい

· 住み慣れた地域に「自宅」でない「在宅」を実現する。

　

　　今後の課題
· 民家改修型の介護基盤整備→なじみの空間

· 小規模介護資源の創設

· 生活支援ハウスの見直し→重度介護者への対応も

· 医療機関との連携→「介護」と「医療」

· 町中にある空き家を活用→住み慣れたエリアでの生活の場を確保

· 軽度要介護者のための生活拠点→24時間365日の安心の住まいの確保


　　　余呉町の例　「グループハウスの運営」入居定員16名　　　生活支援員が24時間常駐

　　　　入居条件：65歳以上の1人暮らしの人

　　　　　　　　　要介護1又は2の人

　　　　　　　　　月平均収入が18万以下の人

　　入居者負担金：利用料30,900円

　　　　　　　　　ケア費　8,010円（その他光熱、共益、食費、介護保険関係）

○ 認知症をあたり前に

· 認知症になっても住み慣れた地域で暮らしたい

· 徘徊を健康ウォークに変えてしまう住民の意識改革

　　今後の課題
· 知症をすべての住民が正しく理解するため普及啓発→CATVの活用、パンフレットの作成

· 認知症地域サポーターの養成→在所ごとの啓発へ展開

· 軽度認知症の方への見守りヘルパー派遣

· 地域密着型介護基盤整備

· 自宅での生活が困難となっても地域で支える（住み替える）ことができる

　　　→「自宅でない在宅」の実現

· 既存施設や既存の民家を活用

　　　→空き家になった民家を改修、資源の有効活用

· 高齢者の状態（身体障害、認知症、介護予防等）に対応できる。

3 地域包括支援センターを拠点とした相談支援

· 高齢者も障害者も子供もライフサイクルの中での相談と支援ができる。

· 超高齢社会の行政課題に対応するシステム構築

3. 介護保険がもたらしたもの

　　○ サービスの考え方の転換

　　○ 介護基盤整備の転換

　　○ 主体関係の転換

　　○ 自治体の役割の転換

1) サービスの考え方の転換

· 提供者側中心　⇒　利用者中心

· 介護中心　　　⇒　生活中心

· 与える介護　　⇒　支える介護

2) 介護保険とこれからの担当者の役割

· 制度改革の内容を吟味する（平成12年の制度施行との違い）

· 住民の介護への意識の変化を察知する。

· 10年後の少子高齢化社会に備える。

· 21世紀に自治体が行うべき業務の内容を検討する。

· 20年前の行政組織と現在の自治体職員のポジションを考える。

· 住民のための自治体の役割を考える。

· これからの自治体のあり方を検討する。

· これからの自治体職員の役割を構築する。

· 「いままで」ではなく「これから」を考える。

· 基盤が整備されていなければ「これから仕様」で整備する。

· 「出来ない」は出来る可能性をすべて否定しなければならない。
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① 介護予防施策の充実～「いつまでも元気で生き生きと暮らしたい」


② 認知症対応・地域密着型サービスによる基盤整備～「たとえ障害を持っても住み慣れた


　　　　　　　　　　景色の中で豊かに暮らしたい」


③ 地域包括支援センターを拠点とした相談支援～「気軽に相談できる人たちが身近にいて


ほしい」











介護予防は高齢者の「生きがい探し」とも言えるのではないか。





日常生活圏域に介護のついた安心できる住まいがあれば、「在宅生活」と考えてよい。


施設の管理された空間は在宅ではない





住民が主役の介護政策の策定・実施








